
資料４－３

22 年 7 月 23 年 7 月

（初期リスク評価）

（１）物理化学的性質 (一例）

℃ ℃ ℃ ℃

（２）有害性評価結果（ばく露許容濃度等）

（３）　ばく露評価結果（ばく露情報等）

金属コバルト

コバルト化合物

※測定結果のうち最大値 ※A測定、スポット測定は作業場ごとの幾何平均値を採用

コバルト化合物を原料
とした他製剤製造

ばく露実態調査事業場数 5

個人ばく露濃度最大値 0.097mg/m3

コバルト化合物
の製造

3

0.144mg/m3

触媒としての使
用

4

湿度検知用Co
含有製品取扱い

2

0.000mg/m3

メッキ作業

3

スポット測定

1.37 mg/m3

0.598 mg/m3

0.834 mg/m3

0.080 mg/m3

高ばく露
作　業

6

0.875mg/m3

有害物ばく露作業報告事業場数

0.271mg/m3

296 主に金属コバルトの取扱い
を行う事業場

主にコバルト化合物の製造
又は取扱いを行う事業場

0.875mg/m3 0.004mg/m3 0.010mg/m3

区　分 個人ばく露測定

その他
コバルト合金を原料と
した他の製品の製造

コバルトを原料とした
合金の製造

3

健康障害防止措置の検討シート（事務局案H23.10.11）

濃度値 根　　　　　拠

ばく露実態調査事業場数

１　リスク評価の概要

物 質 名 コバルト及びその化合物 Cas No.

2次評価値 0.02mg/m3

（Coとして）

ACGIH（米国産業衛生専門家会議）のTLV-TWA（時間加重平均ば
く露限界値）を採用

略

評価年月 （初期リスク評価） （詳細リスク評価）

17

作業内容

作業名

2 1ばく露実態調査事業場数

個人ばく露濃度最大値

作業内容

1493 735
不溶 53g/100ml

735℃(分解) 1935

0.144mg/m3

0.034mg/m3個人ばく露濃度

23
最大値

区間推定上側限界値

皮膚感作性／呼吸器感作性 アレルギー性接触皮膚炎等／気管支ぜんそく等

コバルト 塩化コバルト 硫酸コバルト 酸化コバルト(Ⅱ)
固体／液体／ガス 固体／液体／ガス

淡青色の粉末
固体／液体／ガス
薄紫～紺色の結晶

固体／液体／ガス
黒～緑色の結晶又は粉末

性　　状
固体の場合の性状

融　　点
水への溶解性

銀～灰色の粉末

不溶

閾値のない発がん性が認められるが、ユニットリスクに関する情報
がない

1次評価値 設定せず

反復投与毒性 吸入によるヒト等の肺への影響：変性、間質性肺炎、X線像異常、肺機能異常等

発がん性

コバルトと炭化タングステンとの合金：２A
金属コバルト（炭化タングステンとの合金を除く）及びコバルト化合物：2B
硫酸コバルトの吸入ばく露（ラット）で肺胞／気管支腫瘍、扁平上皮がん、悪性褐色性
肺胞種

主要な毒性 概　　　　　　要

区　　　分

36g/100ml

0.043mg/m3

1.25 mg/m3

1.71 mg/m3

0.042 mg/m3

0.177 mg/m3

0.004mg/m3

Ａ測定値

コバルト合金製造のため、原料を溶解炉で溶解する
作業

コバルト化合物製造のため、コバルト化合物の袋詰
め等の作業

コバルト化合物を原料とした他製剤製造のため、コ
バルト化合物を溶解槽に投入する作業

メッキ作業において、電気めっきの電極を取り扱う作
業

0.875 mg/m3

0.144 mg/m3

0.097 mg/m3

0.043 mg/m3
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（４）リスク評価結果

★金属コバルト

★コバルト化合物

判定結果

83

要

作業名

金属コバルトを取り扱う作
業（下記以外）

金属コバルトを物理的な
変化を加えずに取り扱う

場合

作業名

コバルト化合物を製造す
る作業

コバルト化合物を取り扱う
作業(下記以外)

コバルト化合物を触媒と
して使用する作業

コバルト化合物（粉状のも
のを除く）を物理的な変化
を加えずに取り扱う場合

要

区　　　　　　　分 数値 （％）

個人暴露濃度
の分布

２次評価値超

措置の要否

100

要

不要

全体

２次評価値以下

措置の要否

理由・根拠

粉じん、ヒュームの発散によるばく露

高いばく露が生じる可能性は小さい

理由・根拠判定結果

17

不要

要

要 要

不要 不要

不要 不要

粉じん、ミストの発散によるばく露

粉じん、ミストの発散によるばく露

高いばく露が生じる可能性は小さい

高いばく露が生じる可能性は小さい

83% 

17% ２次評価値以下 

２次評価値超 
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（１）主な業界団体等の概要

（注）会員企業数等の欄には、可能な場合には組織化率（会員企業／当該作業を行っている企業総数）を記載する。
　　　なお、会員企業数の算出が難しい場合は、定性的な表現も可能とする。

（２）作業概要及び健康障害防止措置の採用状況

（3）関係業界団体の健康障害防止にかかる取組み

（4）特殊な作業（尐量取扱等リスクが低い作業）の概要

注：リスクが低い作業等について、関係事業者団体等からのヒヤリング等に基づき記入する。

（5）健康障害防止措置の導入にあたって考慮が必要な事項

その他

業界団体名 会員企業数 活動の概要

(社)日本鉄鋼連盟

超硬工具協会

取　組　の　概　要

作業名

ヒアリングにて把握予定

2　リスク作業の実態　（業界団体等からのヒアリング結果）

作業の概要

取　組　事　項

ヒアリングにて把握予定

事業者によるリスクの見積もり

健康障害防止措置の採用状況

ヒアリングにて把握予定

石油化学工業協会

内　　　　　　容

(社)電子情報技術産業協会
(JEITA)

作業名 作業の概要

ヒアリングにて把握予定

考慮を要する事項
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（１）必要な健康障害防止措置（事務局原案）

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□

↑空欄はその他の措置が想定される場合に記入

措置の対象

□

対象物質□

内　　容 摘　　　　　　　　要

作業記録の保存

作業管理

掲示※特別管理物質に係る

定期自主検査

全体換気装置の整備

金属コバルト コバルト化合物

製造・取扱い作業全般 製造・取扱い作業全般作業

適用除外作業

□

金属コバルトを物理的な変化を加えずに
取り扱う場合

触媒として使用する作業
金属コバルトを物理的な変化を加えずに
取り扱う場合

発散源を密閉する設備
局所排気装置の整備

製造工程の密閉化

表示
文書の交付

３　健康障害防止措置

適切な容器等の使用
用後処理（除じん）

有効な保護具の備付け

作業主任者の選任

措　　置 摘　　　　　　　　要

交付物質（政令番号172号、対象は0.1％以上の含有）

特定第2類物質が対象

対象物質と作業

作業環境の改善

別途検討

健康診断の実施
健康診断結果の報告
健康診断記録の保存
健康診断記録の報告
緊急診断
健康管理手帳の交付

特定第2類物質と第3類物質が対象

飲食等の禁止

実施と記録の保存

計画の届出

特定化学設備

結果の評価と保存

設備の改善等作業時の措置

不浸透性の床の整備漏洩防止措置

プッシュプル型換気装置の整備

健康診断

内　　　　　容

休憩室の設置
洗浄設備の整備

適用には管理濃度を定める必要
管理濃度と関係する

作業環境の測定
結果に基づく措置

現行では保護具の使用の義務はない
ぼろ等の処理

立入禁止措置

労働衛生教育（雇入時・作業内容変更時）

発散抑制措置

情報提供

労働衛生教育
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（２）技術的課題及び措置導入の可能性

注：ばく露許容濃度の達成の可能性等について、発散抑制措置、保護具メーカーからのヒヤリング等に基づき記入する。

（３）規制化の必要性（事務局提案）

*ヒアリング調査は○○事業場に実施

**有害性の程度は、２次評価値に応じて0.1mg/m3未満：強度、0.1mg/m3以上3mg/m3未満：中程度、3mg/m3以上：弱度　とした
注：総合評価は、①規制が必要、②規制が望ましい、③事業者の自主的対策が可能、④規制は不要

多岐にわたる

技術的課題

用途の広が
りの程度

（※用途が多岐
に亘る場合規制
の効果が高い）

総合評価

行政指導の
効果

（※効果が上が
る場合規制の必

要性は低い）

措置内容

有害性の
程度

（※有害性が強
い場合は規制の
必要性が高い）

－
作業管理

（呼吸用保護具）

特殊健診の実施

有

有

措置導入の可能性

低
（要投資）

作業環境改善
（休憩室、洗浄設備等）

高 有

－

ヒアリング結
果を踏まえ評

価

－

高

高

強度**

別途検討

発散抑制措置
（密閉化）

措　　　置

低
（要投資）

漏えい防止 高

－

労働衛生教育

低

発散抑制措置
（局所排気装置の設置）

コバルト及びその化合物を製造し、又は取り扱う事業場においては、当該物質の粉じんへのばく露がみられることから、作業
工程全般に発散抑制措置が必要であるとともに、作業環境の管理のための作業環境測定、特殊健康診断の規制化を検討
する必要がある。

作業環境測定 － 中

低
（要投資）

－

高

ヒアリングにて把握予定

自主的改善
の進捗状況*
（※進まない場

合に規制の必要
性は高い）

設備投資の
必要性

（※必要性が高
い場合規制が効

果的）

情報提供

有

作業管理
(作業主任者、作業記録等）
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（１）対策オプションの比較

オプション１：

オプション２：

オプション３：

注　オプション3は、現行の規制における健康障害防止措置のセットを行政指導により徹底させることである。

（２）最適な対策

　原則、必要な健康障害防止対策を行政指導により普及徹底
　（国の通知により密閉化、作業管理等の対策を講ずるよう事業者の自主的改善を指導）

　原則、密閉化、作業管理、健康診断等を規制措置として導入

オプション３
（現行管理を維持する対策）注

規制化の
要否

作業管理
(呼吸用保護具）

オプション１
（規制導入を重視した対策）

オプション２
（作業主任者等は規制除外）

４　対策オプション

作業管理
(作業主任者、作業記録等）

作業環境改善
（休憩室、洗浄設備等）

発散抑制措置
（局所排気装置の設置）

考慮事項

(例)既に関係事業者による自主的対策が進んでいる。労働衛生教育、作業主任者の配置につ
いて当該自主的対策を維持し、その他の事項について規制措置を導入

①　健康障害防止の効率性
　　（効率性の高いものを採用）

労働衛生教育

漏えい防止

特殊健診の実施

発散抑制措置
（密閉化）

情報提供

②　技術的な実現可能性
　　（確保されていることが必要）

⑤　遵守状況の把握等の容易性
　　（より容易なことが妥当）

④　措置の継続性の確保
　　（効果が継続するものを採
用）

③　産業活動への影響

措置内容

(例)ヒアリングを行った事業場では相当程度自主的改善が行われていたが、改善は他の特定化学物質に対する規制の
効果と見られることや、新規参入者やアウトサイダーにも適切な取り扱いを徹底する必要があることから、規制化の要否
を判断。

作業環境測定

導入にあたって考慮すべき事項
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（３）留意事項

　①　リスクが低いとされた作業にかかる規制の考慮（事務局提案）

　②　留意事項等 （技術指針、モデルMSDSの作成等）

（４）規制の影響分析 （←規制影響分析（RIA）にも配慮した検討を予定） 

選択肢１：
（最適の対策）

選択肢２：
（原則規制）

選択肢３：
（現行対策維持）

　①期待される効果（望ましい影響）

便益分類：

選択肢２
便益分類： 便益分類：

選択肢３

ヒアリングにて把握

※　便益分類については、「Ａ：現状維持より望ましい効果が増加」、「Ｂ：現状維持と同等」、「Ｃ：現状維持より望ましい
効果が減尐」のいずれか該当する記号を記入

減免の判定作業の概要 リスク評価結果の概要作業名

便益分類：

便益分類：

効果の要素

労働者の便益

関連事業者の
便益

社会的便益

選択肢１
便益分類：

便益分類：

便益分類：

便益分類：
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　②想定される負担（望ましくない影響）

　③便益と費用の関係の分析結果（新設・改廃する規則との比較）

費用分類：

※　費用分類については、「Ａ：現状維持より負担が軽減」、「Ｂ：現状維持と同等」、「Ｃ：現状維持より負担が増加」のい
ずれか該当する記号を記入

負担の要素 選択肢１

費用分類：

費用分類：

分析結果

費用分類：

選択肢１ 選択肢２ 選択肢３

選択肢３

費用分類：

費用分類：

選択肢２

費用分類：

実施に要する負
担

（行政コスト）

費用分類：

その他の負担
（社会コスト）

実施により生ずる
負担

（遵守コスト）

費用分類：
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（１）措置の導入方針 （←措置導入の方針、技術開発の要否、管理手法等）

（２）規制導入のスケジュール

（例示）

※　上記スケジュールは措置導入にかかる準備期間等の目安であって、措置の導入予定ではない。

措置事項

５　措置の導入方針

27年度23年度 24年度 25年度 26年度

(政省令改正を行う場合）
平成24年1月以降　　規則改正案についてパブリックコメントを実施
平成24年春　　　　　労働政策審議会安全衛生分科会に諮問
　　　　　　　　　　　　　改正政令、規則の公布
平成24年夏以降　　改正政令、規則の施行（一部猶予）

作業主任者

計画届
局排設置

保護具

作業環境測定

特殊健診
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